


改正後   現行   

田各  
弁対児童  費使   

孝義  嘉警蒜  覧晋藷   嘉月の支雪額の算蒜  

（2）  

般  

ている児童又は母子生活支援施設に入所  
生  している児童が、情緒障害児短期治療施  

設又は児童自立支援施設に通所  
する場合については、次の算式により算  
定した額。  
算式  
（月額保護単価÷その月の開所日数）  

括  ×その月の通所した日数  
（注）10円未満の端数は切り捨てる。．また、  
「開所日数ユとは、日曜日、国民の  
祝日及び休日を除いた日数をいう。  

（5）一時保護所（一時保護委託を含む）の 場合次の算式により算定した額。  
算式  

費  法第33粂の規定により一時保護され 
る児童で生活費を必要とする延児童数  
×1，560円（児童が乳児の場合、延児童  
数×1，800円）  
法第27条第1項第3号の規定により  
措置される児童で被服の支給を必要と  
する延児童数×3，150円  
（ただし、6か月以内に鰭置の変更を  
する蓼合を除く）  

里親の委託児童  里親が一時的  
な休息の支援  
を受ける場合  
のその児童に   
係る日常生活  
に必要な経常  別に定める基準による延児童数×  
的諸費用   5，500円  



改正後   現行   

略  
各月の支弁額の算式  

費目 の種 類第  第 4 欄  
1欄   

害  
ーム  

受  

査  三途壷屋媒  

式により算定した額。  

椚紆児童数（3歳未満児）×  

崇是雷謀の∧   （5）  算式  次の算式により算定した額の合算楓，  アその入所妊産婦が社会保険（ 健康保険、日雇  
労働者健康保険、国民健康保険、船員保険、国  

点 数  

家公務員共済組合、公共企業体職員等共済組合、  
地方公務員等共済組合又は私立学校数職員共済  
組合等をいう。以下同じ。）の被保険者、組合 
負又は被扶養者である場合においては、診療報  
酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号。  

蛮   

以下「診療報酬の算定方法」という。）及び入  
院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活  

分  療養費に係る生活療養の費用の額の算定に関す  
る基準（平成18年厚生労働省告示第99号。以  
下「入院時食事療養費の算定基準」という。）  
に準じて算定した額から、その社会保険におい  
て給付が行われる額を控除した額。  



改正後   現行   

略  

費目  

の種  各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  

1欄   

（5）  助産施設の入所  

妊産婦  必要な事務費  酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準  

助  及び生活諸経  に準じて算定した額。  

費   なお、別に定める基準により施設機能強化推  

産  進費（総合防災対策強化事業に限る。）を必要と  

点  するものと認定された施設（第二種助産施設に  

施  限る。）にあっては、その認定額を加算する。  

設  

数  注異常分娩のため第二種助産施設から  

基  入院する場合等については、この欄に掲 

げる経費のほか、医療費を支弁できるも  

本  のとし、その支弁要件、その使途及び各  
月の支弁額の算式については、この表の  

分  （14）の費目の項に定めるところによる。  

保  （ア）  分娩を取り扱った場合においては、ア  

イ  の入所妊  により支弁す．る点数分のほか、分娩介助料  
護  

分 娩  として分娩児1人につき148，310円を限  

点  度として支弁できる。  

費   

以  胎盤処置料   胎盤の処置を他に委託した場合において  

外  はアにより支弁する点数分のほか、その  

の  実演を支弁して差し支えない。  

分  

（ウ）  新生児介補料  新生児の介補を行った場合においては  

新  アにより支弁する点数分のほか、新生児  
生  
児  介補料として分娩児1人当たり1日につ  

介 補  き3，810円を限度として支弁できる。  
料   



改正後   現行   

略  

費目  
の種  各月の支弁額の算式  
類第  第  4  欄  
1欄   

（5）  保険料   分娩を取り扱った瘍合においては、  

イ  アにより支弁する点数分のほか、医学  
的管理の下における出産について、特  

点  
露営票苧警誌璧暮雲妾筈讐鮎是苦貪  
負担の軽減を図るための補償金の支払  

助     数 以 外 の  
奮        分   されており、かつ、特定出産事故に関  

する情報の収集、整理、分析及び提供  
の適正かつ確実な実施のための措置を  
講じている場合に、その保険料相当額  

、30，000円  

錆妄と官学嬰去令旨言さ  （6）  墓菅淵嶽、児 情緒障害児短期治  
けるその捨置児童につき、幼稚園に就圃し  

療施設、乳児院若  
しくはファミリー  地  
ホームの入所児童  除、 
又は里親の委託児  おいて幼稚園就園奨  
童  励費を補助している場合においては、その  

就園奨励費補助額を控除した額とする。  
鱒  

費  

次に掲げる  次の算式（1）によって算定した敬。  

（7）  ただし、教材代、通学のための交通費、  
情緒障害児短期治  
療施設若しくはフ  

教  
入所児童又は里親  
の委託児童であっ  

育  に入学する児童があるときは算式（7）によ  
校又は特別支援学  
校の高等部に在学  て算定した額に加算する。なお、算式（ヱ）  

費   
支援学校の高等部  

1学年に入学する  めの交通費  
もの∩  




